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Ⅰ．はじめに
2023年６月25日、国家市場監督管理総局は、「知

的財産権を濫用し競争を排除・制限する行為の禁止
規定」（以下「本規定」という）２を公布した（施行
日は、2023年８月１日）３。2015年４月７日に国家
工商行政管理総局により公布された「知的財産権を
濫用し競争を排除・制限する行為の禁止に関する規

定」（以下「旧規定」という）は同時に廃止される。
2008年８月１日に施行された中国の独占禁止法

は、2022年６月24日に初めて改正された（施行日は、
2022年８月１日）。また、2023年３月10日には、国家
市場監督管理総局が、「市場支配的地位濫用行為の
禁止に関する規定」４、「独占協議の禁止に関する規
定」５、「行政権力を濫用して競争を排除・制限する
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